
■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（１）　県と全国の年齢別労働力率（１）　県と全国の年齢別労働力率（１）　県と全国の年齢別労働力率（１）　県と全国の年齢別労働力率

    ※　労働力率：　15歳以上人口(労働力状態不詳を除く。)に占める労働力人口の割合

資料：　総務省「国勢調査」Ｈ22年

（２）　県の男女の年齢別賃金格差（２）　県の男女の年齢別賃金格差（２）　県の男女の年齢別賃金格差（２）　県の男女の年齢別賃金格差

 資料：　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」Ｈ23年

241.1

242.9

390.4389.9

366.4

320.1
286.0

265.2

222.3
192.0

244.7

396.5

212.4212.4212.4212.4

160.8160.8160.8160.8

239.1239.1239.1239.1 246.6246.6246.6246.6 242.9242.9242.9242.9 250250250250 250.7250.7250.7250.7 246.7246.7246.7246.7

200.8200.8200.8200.8

264.6264.6264.6264.6

186.4186.4186.4186.4
222.7222.7222.7222.7

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

 ～19  20～24  25～29  30～34  35～39  40～44  45～49  50～54  55～59  60～64  65～69  70歳以上

男性 女性女性女性女性

（千円）

　４　就　労　４　就　労　４　就　労　４　就　労

★ポイント★
　◇　男性の年齢別労働力率は、25～59歳の各年齢層で高くなる台形型となっている。
　◇　女性の年齢別労働力率は、Ｍ字型カーブを描き、20歳代後半で一度高くなっている。その後
　　   は、出産･子育て期にあたる30歳代前半で下がり、40歳代後半で高くなっている。

★ポイント★
　◇　賃金（きまって支給する現金給与額）の差が最も大きいのは55～59歳の年齢層で、149,800円
        の差となっている。
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（３）　男女別労働者一人当たり給与及び労働時間（３）　男女別労働者一人当たり給与及び労働時間（３）　男女別労働者一人当たり給与及び労働時間（３）　男女別労働者一人当たり給与及び労働時間

所定内 超過
所定内
給与額

（千円）

8.5 166 6 226.7

9.0 167 7 217.4

9.0 167 8 217.3

13.3 168 14 310.0

13.2 170 15 296.5

14.1 170 18 293.7

※　一般労働者（パートタイム労働者を除く。）が10人以上の民営企業分である。
※　きまって支給する現金給与額：　労働契約等によってあらかじめ定められている支給条件、算定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 方法によって６月分として支給された現金給与額をいう。手取額

　　                                            ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額。

※　所定内給与額：　きまって支給する現金給与額のうち、超過労働給与額を差し引いた額をいう。

※　年間賞与その他特別給与額：　１年間における賞与、期末手当等特別給与額をいう。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」Ｈ23年

（４）　雇用者数に占める女性の割合（４）　雇用者数に占める女性の割合（４）　雇用者数に占める女性の割合（４）　雇用者数に占める女性の割合

 

　 　　　　　　　　　 　
　

資料：総務省「国勢調査」H22年

570.7

年間賞与その他
特別給与額
（千円）

女
性

平成21年度 245.6 587.0

平成22年度 234.3 536.8

平成23年度 232.3

平成23年度 328.8

勤続
年数

（年）

実労働時間数（時）

きまって支給する
現金給与額
（千円）

845.3

男
性

平成21年度 343.0 999.3

平成22年度 330.1 809.4

★ポイント★
　◇　平成23年の男性と女性の労働者（パートタイム労働者を除く。）の所定内労働時間数の差は
       3時間、超過実労働時間数の差は10時間となっており、どちらも男性の方が多い。
　◇　賃金（所定内給与額）をみると、男性は293,700円、女性は217,300円で、女性は男性よりも
　　　 76,400円少なくなっている。

★ポイント★
　◇　平成22年度の和歌山県の女性雇用者数は154，496人で、雇用者総数に占める割合は
       44.8％となり、平成17年調査よりも1.3％増加し、全国値よりも高い。
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※雇用者：会社、団体、官公庁又は個人商店に雇われている人（住み込みの家事手伝い、日々雇用
　            されている人、パートタイムやアルバイトで働いている人も含む）及び会社などの役員（会
　　　　　　 社の社長・取締役・監査役、団体・公益法人や独立行政法人の理事・幹事などの役員）

15



■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（５）　県内の民営企業の事務所における管理職に占める女性割合（５）　県内の民営企業の事務所における管理職に占める女性割合（５）　県内の民営企業の事務所における管理職に占める女性割合（５）　県内の民営企業の事務所における管理職に占める女性割合

【　産業別　】【　産業別　】【　産業別　】【　産業別　】

【　規模別　】【　規模別　】【　規模別　】【　規模別　】

※1 複合サービス事業・・・郵便局、協同組合

※2 サービス事業・・・他に分類されないもの 資料：　和歌山県「労働条件等実態調査報告書」Ｈ23年度

★ポイント★
　◇　管理職（役員･部長相当職･課長相当職･係長相当職の合計）に占める女性の割合は、14.9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（平成22年度：17.3％）
　※　産業別　　・管理職に占める女性割合が高いのは、
　　　　　　　　　　　①医療、福祉（48.9％）　　　　 ②教育、学習支援業（41.9％）
　　　　　　　　　　・割合が低いのは、
　　　　　　　　　　　①電気･ガス･熱供給･水道業（1.5％）　　　 ②建設業（4.9％）
　　　　　　　　　　　③学術研究、専門・技術サービス業（6.7％）
　※　規模別　　・管理職に占める女性の割合が高いのは、30人未満（23.6％）
　　　　　　　　　　・管理職に占める女性の割合が低いのは、300人以上（9.2％）
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（６）　育児休業制度･介護休業制度･子の看護休暇制度の規定の有無（６）　育児休業制度･介護休業制度･子の看護休暇制度の規定の有無（６）　育児休業制度･介護休業制度･子の看護休暇制度の規定の有無（６）　育児休業制度･介護休業制度･子の看護休暇制度の規定の有無
　　 （規定があるとは、就業規則、労働協約、社内規定等で制度が明文化されていることをいう。）（規定があるとは、就業規則、労働協約、社内規定等で制度が明文化されていることをいう。）（規定があるとは、就業規則、労働協約、社内規定等で制度が明文化されていることをいう。）（規定があるとは、就業規則、労働協約、社内規定等で制度が明文化されていることをいう。）

　　◆　育児休業制度の規定の有無、内容　　◆　育児休業制度の規定の有無、内容　　◆　育児休業制度の規定の有無、内容　　◆　育児休業制度の規定の有無、内容

※ ＜Ⅰ＞･･･「労働者は申し出ることにより、子が１歳に達するまでの間、育児休業をすることができる」

＜Ⅱ＞･･･「一定の場合、子が１歳６か月に達するまでの間、育児休業をすることができる」

資料：　和歌山県「労働条件等実態調査報告書」Ｈ23年度
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情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

不明・無回答

規定あり（＜Ⅰ＞まで） 規定あり（＜Ⅱ＞まで）

規定あり（＜Ⅰ＞・＜Ⅱ＞を上回る） 規定なし

無回答

★ポイント★
　◇　平成23年度に育児休業制度の規定を設けている事業所は、78.1％　（平成22年度：71.6％）
　　＜Ⅰ＞まで規定しているのが31.4％（平成22年度：29.4％）
　　＜Ⅱ＞までを規定しているのが33.2％（平成22年度：29.7％）
　　＜Ⅰ＞・＜Ⅱ＞を上回る規定をしているのが13.5％（平成22年度：12.5％）
　
　※産業別　・＜Ⅰ＞・＜Ⅱ＞を上回る規定をしている割合が高いのは、
　　　　　　　　 ①情報通信業（62.5％）　　　②金融業・保険業（43.3％）
　　　　　　　　 ③教育、学習支援業（24.1％）
　　　　　　　　・規定がない割合が高いのは、
　　　　　　　　 ①宿泊業、飲食サービス業（42.4％）、　　②卸売業・小売業（30.1％）
　　　　　　　　 ③建設業（29.9％）　　　　　　　　※その他を除く

2.0

2.1
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

　　◆　介護休業制度　　◆　介護休業制度　　◆　介護休業制度　　◆　介護休業制度

　

　　◆　子の看護休暇制度　　◆　子の看護休暇制度　　◆　子の看護休暇制度　　◆　子の看護休暇制度
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建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水
情報通信業

運輸業、郵便業
卸売業・小売業
金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術

宿泊業、飲食サービス業
生活関連サービス業、娯

教育、学習支援業
医療、福祉

複合サービス事業
サービス業

その他

30人未満
30～49人
50～99人

100～299人
300人以上

不明・無回答

規定あり

規定なし

無回答

4.8

★ポイント★
　◇　平成23年度に介護休業制度の規定を設けている事業所は、72.7％　　（平成22年度：65.9％）
　◇　介護休業制度を規定している割合が高いのは、①金融業・保険業（90.0%） ②医療、福祉
      　（86.9%）　③不動産業、物品賃貸業（83.3%） 学術研究、専門・技術サービス業（83.3%）。
　　　 割合が低いのは、①宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業（45.5%）　②卸売業・小売業（59.0%）　③建設業（64.4%）

★ポイント★
　◇　平成23年度に子の看護休暇制度を規定している事業所は、52.7%（平成22年度：46.7%）
　◇　子の看護休暇制度を規定している割合が高いのは、①金融業・保険業（76.7%）　 ②学術研究、
　　　 専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業（66.7%）、複合ｻｰﾋﾞｽ業（66.7%）。　規定のない割合が高いのは、①宿泊業、
　　　 飲食ｻｰﾋﾞｽ業（62.1%）　　②情報通信業（50.0%）、不動産業、物品賃貸業（50.0%）
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建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水
情報通信業

運輸業、郵便業
卸売業・小売業
金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術

宿泊業、飲食サービス業
生活関連サービス業、娯

教育、学習支援業
医療、福祉

複合サービス事業
サービス業

その他

30人未満
30～49人
50～99人

100～299人
300人以上

不明・無回答

規定あり

規定なし

無回答

6.7

資料：和歌山県「労働条件等実態調査報告書」H23年度

資料：和歌山県「労働条件等実態調査報告書」H23年度
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（７）　育児休業取得状況（７）　育児休業取得状況（７）　育児休業取得状況（７）　育児休業取得状況

　　＜女性労働者＞出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜女性労働者＞出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜女性労働者＞出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜女性労働者＞出産した人数とそのうちの育児休業取得者数

　　＜男性労働者＞配偶者が出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜男性労働者＞配偶者が出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜男性労働者＞配偶者が出産した人数とそのうちの育児休業取得者数　　＜男性労働者＞配偶者が出産した人数とそのうちの育児休業取得者数

資料：　和歌山県「労働条件等実態調査報告書」Ｈ23年度

　

★ポイント★
　◇　育児休業取得率（※）は、男性 1.03%（1,265人中13人）、女性 89.84%（620人中557人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成22年度：男性0.33%　女性91.44%）
　※　年度中に出産した人数（男性の場合は配偶者が出産した人数）に対する育児休業を開始
　　　 した、または開始予定である者の人数の割合
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サービス業
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（人）

出産 育児休業取得育児休業取得育児休業取得育児休業取得
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複合サービス事業

サービス業

その他

（人）

配偶者が出産 育児休業取得育児休業取得育児休業取得育児休業取得
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（８）　家族経営協定農家数（８）　家族経営協定農家数（８）　家族経営協定農家数（８）　家族経営協定農家数

資料：　果樹園芸課調べ

　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

※　家族経営協定：　農業経営に参画する個人の地位及び役割を明確化し、その意欲と能力を十分に発揮できるよう
　　　　　　　　　　　　　 にするため、経営の方針や家族一人ひとりの役割、働きやすい環境づくりなどについて家族みん
　　　　　　　　　　　　　 なの話し合いにより取り決めるルールのこと

★ポイント★
　◇　平成23年度に家族経営協定を結んでいる農家数は、平成22年度より6戸増えて1,028戸と
　　　 なっており、平成8年度当初からと比べると、961戸の増加となる。
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（９）　仕事と家庭に関する本来あるべき男女の役割分担（９）　仕事と家庭に関する本来あるべき男女の役割分担（９）　仕事と家庭に関する本来あるべき男女の役割分担（９）　仕事と家庭に関する本来あるべき男女の役割分担

　　＜理想とする役割分担＞

　　＜実際の役割分担＞

資料：　和歌山県「男女共同参画に関する県民意識調査」H18年

資料：和歌山県「男女共同参画に関する県民意識調査」H22年度

　　　※百分比（％）は、少数第２位を四捨五入し少数第１位まで表示した。四捨五入の結果、個々の比率の合計が100％にならないことがある。

26.3

22.8

14.50676983
12.21590909
12.90064103

10.83172147
7.528409091
8.733974359

2.1276595743.5511363645.048076923
1

21.0 0.8

0.5
0.320.9

19.9
23.40.386847195

0.142045455
0.240384615

12.95938104
22.01704545
17.788461540.426136364

0.580270793

0.4807692310.400641026
0.426136364
0.386847195

5.048076923
5.965909091

4.0618955513.675048356
6.534090909
5.208333333

男性は仕事、女性は
家庭を担当している

女性は仕事、男性は
家庭を担当している

男性は仕事、女性は
家庭にさしつかえな
い範囲で仕事をして
いる

女性は仕事、男性は
家庭にさしつかえな
い範囲で仕事をして
いる

男女とも仕事をし、家
庭は主に女性が担当
している

男女とも仕事をし、家
庭は主に男性が担当
している

男女とも仕事をし、家
庭も男女で協力して
行っている

男女とも仕事をし、家
庭は他の家族や民
間のサービスなどに
任せている

性別による役割分担
をせずに、夫婦、
パートナーにあった
形で行っている

一人暮らしなので、
全て一人でやってい
る

その他 無回答
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男性は仕事、女性は
家庭を担当する

女性は仕事、男性は
家庭を担当する

男性は仕事、女性は
家庭にさしつかえな
い範囲で仕事をする

女性は仕事、男性は
家庭にさしつかえな
い範囲で仕事をする

男女とも仕事をし、家庭
は主に女性が担当する

男女とも仕事をし、家庭
は主に男性が担当する

男女とも仕事をし、家庭
も男女で協力して行う

男女とも仕事をし、家庭
は他の家族や民間の
サービスなどに任せる

性別による役割分担を
せずに、夫婦、パート
ナーにあった形で行う

その他 無回答 凡例ダミー

★ポイント★
　◇　理想とする役割分担では、女性は、「性別による役割分担をせずに、夫婦、パートナーにあった
　　　 形」（35.7％）の役割分担を望む割合が最も高く、男性は「男性は仕事、女性は家庭にさしつか
　　　 えない範囲で仕事」（30.2％）があるべき役割分担と考える人の割合が最も高い。
　◇　実際の役割分担では「男性は仕事、女性は家庭」、「女性は家庭にさしつかえない範囲で仕事」
       と答えた人の割合は男性の方が高く、「男女ともに仕事、家庭は主に女性」は女性の方が割合
       が高い。
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■　第１章　和歌山県の男女共同参画の状況　■

（１０）　男女が対等に働くために必要なこと（１０）　男女が対等に働くために必要なこと（１０）　男女が対等に働くために必要なこと（１０）　男女が対等に働くために必要なこと

　　　資料：　和歌山県「男女共同参画に関する県民意識調査」H22年度

★ポイント★
　◇　全体で、「男女ともに能力を発揮できる配置を行う」、「男女ともに育児・介護休業など休暇を取
        りやすいようにする」という意見が半数以上となっている。
　◇　女性では、「男女ともに育児・介護休業など休暇を取りやすいようにする」が最も高く、次いで
       「男女ともに能力を発揮できる配置を行う」、「賃金、昇給の男女の格差をなくす」となっている。
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男女ともに能力を発揮で
きる配置を行う           

男女ともに育児・介護休
業など休暇を取りやすい
ようにする                 

賃金、昇給の男女の格
 差をなくす               

パートタイマー・派遣労
働者の給与・労働条件を
改善する                    

結婚退職、出産退職の
慣行をなくす            

女性自身の職業に対する
自覚・意欲を高める     

男性中心の組織運営を見
直し、女性の管理職への
登用を進める              

24.2
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女性の職域を拡大する

職場において男女が対等
であるという意識を普及
させる                     

女性の能力、チャレンジ
意欲を向上させるための
教育・研修機会を充実す
る                            

女性の採用・登用・教育
訓練などに目標を設けた
り、女性の進出を促す計
画を策定する              

その他                     

わからない               

無回答                     

（MA%）

37.735.029.821.110.10.64.711.76.6
36.638.526.421.08.40.63.114.25.7
39.130.434.621.512.40.67.08.37.5

1

全体（N=1248）

女性（N=704）

男性（N=517）

凡例ダミー
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